
2.単体業績

(1)　主な業績と予想 （単位：億円）

チェーン全店売上高 10,378 103.1% 13,604 102.4% 10,460 100.8% 14,000 102.9%

営 業 総 収 入 1,884 104.6% 2,480 103.6% 1,936 102.8% 2,580 104.0%

営 業 利 益 357 106.2% 438 103.8% 351 98.5% 449 102.5%

経 常 利 益 355 106.1% 436 103.3% 355 99.9% 446 102.2%

四 半 期 （ 当 期 ）
純 利 益

187 107.9% 227 110.3% 183 98.0% 218 96.0%

1 株 当 た り

四半期（当期）純利益

純 資 産

総 資 産

1 株 当 た り 純 資 産

総資産営 業利 益率

自 己 資 本

四半期（当期）純利益率

流 動 比 率

固 定 比 率

自 己 資 本 比 率

(注)営業総収入は直営店売上高、加盟店からの収入等の合計です。

(注)2005年度の数値につきましては、従来の「株主資本」を「純資産」の欄に、「株主資本比率」を「自己資本比率」の欄に、「１株当たり株主資本」を「１株当たり純資産」の欄に、

      「株主資本四半期純利益率」を「自己資本四半期純利益率」の欄に記載しており、固定比率は従来の算定方法によっております。

2005年度 2006年度

12.2%

3,682

13.2%

\183.11 \222.18

1,752

\176.17 \208.84

第３四半期 前年比 通期計画 前年比

48.7%

3,683

139.1%

47.6%

139.9%

89.8% 87.2%

\1,714.16

9.9%

11.0%

\1,754.94

第３四半期 前年比 通　期 前年比

1,795 1,968

3,931

\1,885.41

9.2%

9.7%

98.1%

128.7%

50.1%
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(2)　損益計算書

（単位：百万円）

前第3四半期 当第3四半期

2005年3月1日 2006年3月1日 増減
～ ～

2005年11月30日 2006年11月30日

営業収入 140,888 144,392 3,504

   加盟店からの収入 130,869 133,431 2,562

（加盟店売上高） 990,313 996,740 6,427

(全店売上高） 1,037,860 1,046,027 8,167

　 その他の営業収入 10,018 10,960 942

売上高 47,547 49,286 1,739

　営業総収入 188,436 193,679 5,243

売上原価 34,241 35,407 1,166

　売上総利益 ( 13,306 ) ( 13,879 ) 573

　営業総利益 154,194 158,271 4,077

販売費及び一般管理費 118,457 123,071 4,614

　営業利益 35,736 35,199 △ 537

営業外収益 989 1,131 142

営業外費用 1,182 823 △ 359

　経常利益 35,543 35,507 △ 36

特別利益 1,039 293 △ 746

特別損失 4,653 5,147 494

  税引前第3四半期純利益 31,930 30,653 △ 1,277

　法人税等 13,219 12,323 △ 896

　第3四半期純利益 18,711 18,330 △ 381

(3)　販売費及び一般管理費の主な明細

（単位：百万円）

前第3四半期 当第3四半期

2005年3月1日 2006年3月1日 増減
～ ～

2005年11月30日 2006年11月30日

地代家賃 37,775 40,667 2,892

人件費 24,642 25,332 690

動産リース 10,772 11,215 443

減価償却費（有形固定資産） 11,410 11,682 272

広告宣伝費（ポイント引当金繰入含む） 7,307 7,834 527

その他 26,548 26,339 △ 209

合計 118,457 123,071 4,614

注）2006年11月期については、派遣社員費772百万円を「その他」から「人件費」へ変更しています。
なお、2005年11月期の「その他」に含まれる派遣社員費の金額は450百万円です。
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（4）　貸借対照表

（単位：百万円）

期別
前事業年度末 当第3四半期末

(2006年2月28日現在) （2006年11月30日現在）

科目 金額 金額 金額

(資産の部）
流 動 資 産 117,096 139,890 22,794

現金及び預金 53,093 61,738 8,645
加盟店貸勘定 10,783 13,339 2,556
有価証券 16,011 24,986 8,975
商品 1,382 1,617 235
繰延税金資産 2,929 3,046 117
その他 32,976 35,249 2,273
貸倒引当金 △ 80 △ 86 △ 6

固 定 資 産 251,180 253,248 2,068
有形固定資産 99,019 101,911 2,892

建物 62,014 65,023 3,009
工具器具備品 18,173 16,155 △ 2,018
土地 5,236 6,094 858
その他 13,595 14,637 1,042

無形固定資産 16,740 12,079 △ 4,661
投資その他の資産 135,419 139,258 3,839

投資有価証券 8,983 8,510 △ 473
長期貸付金 20,630 23,561 2,931
差入保証金 89,754 88,184 △ 1,570
繰延税金資産 11,566 11,131 △ 435
再評価に係る繰延税金資産 3,330 3,330 0
その他 5,615 8,987 3,372

貸倒引当金 △ 4,462 △ 4,446 16

        資  産  合  計 368,276 393,139 24,863

有形固定資産の減価償却累計額 96,483 100,902 4,419

期別
前事業年度末 当第3四半期末

(2006年2月28日現在) （2006年11月30日現在）

科目 金額 金額 金額

（負債の部）
流 動 負 債 134,240 142,546 8,306

買掛金 62,943 72,402 9,459
加盟店借勘定 3,416 2,270 △ 1,146
未払金 12,215 11,092 △ 1,123
未払法人税等 10,059 4,266 △ 5,793
預り金 39,909 46,666 6,757
賞与引当金 2,328 1,291 △ 1,037
ポイント引当金 361 529 168
その他 3,004 4,027 1,023

固  定  負  債 54,530 53,710 △ 820
退職給付引当金 2,775 3,350 575
役員退職慰労引当金 285 176 △ 109
預り保証金 51,329 50,079 △ 1,250
長期リース資産減損勘定 140 104 △ 36

        負  債  合  計 188,770 196,256 7,486

（資本の部）
資本金 58,506 － －
資本剰余金 41,520 － －
利益剰余金 92,781 － －
土地再評価差額金 △ 4,854 － －
その他有価証券評価差額金 697 － －
自己株式 △ 9,144 － －

        資  本  合  計 179,505 － －

負債・資本合計 368,276 － －

（純資産の部）
株主資本 － 201,210 －
　　資本金 － 58,506 －
　　資本剰余金 － 42,261 －
    利利益剰余金 － 101,289 －
    自己株式 － △ 847 －
評価・換算差額等 － △ 4,399 －

その他有価証券評価差額金 － 455 －
土地再評価差額金 － △ 4,854 －

－ 71 －

          純 資 産 合  計 － 196,882 －

 負 債 純 資 産 合 計 － 393,139 －

新株予約権

増減

増減
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(5)　設備投資の状況（単体）

（単位：百万円）
前第3四半期 当第3四半期 通期計画 前事業年度
2005年11月 2006年11月 2007年2月 ２００６年２月

     新店投資 19,482 15,747 22,200 25,747

     既存店投資 4,334 3,482 5,000 6,592

     システム関連投資 5,553 2,208 3,000 8,912

     その他 756 555 3,300 1,558

小　　計 30,125 21,992 33,500 42,809

     出資・融資 509 3,300 5,000 1,889

      リース 6,717 8,924 12,500 8,935

合　　計 37,351 34,216 51,000 53,633

     減価償却費 14,838 15,154 20,900 20,445

(注1)減価償却費は、有形固定資産の減価償却費と無形固定資産の減価償却費を合計した数値です。
(注2)建設協力保証金の支出については、「長期貸付金」及び「長期前払費用」の増加として（キャッシュ・フロー計算書上は投資活動その他）、
       設備投資の記載から除外しておりましたが、実質的に店舗設備の支出として「2006年2月期確定決算補足資料」より「新店投資」に含めて
       記載しております。
       過去記載額との当該差額は、前第3四半期（3月～11月）　　「新店投資」+4,574百万円　「その他」△539百万円です。
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